
平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6415

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

人
2,000 2,000 2,000

335,493

回 10 11 3 3

回 70 6 0 0

件 31 31

人 1,150 1,117 1,150 715 450 398

人 21 21 24 24 0 0

件 31 31

千円 1,029

千円 1,029

千円 24,064 23,416

千円 11,037 8,475

千円 35,101 31,891

千円

千円

千円

千円

千円 35,101 31,891

千円 35,101 31,891

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価 代替事業の有無

4

4

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価 代替事業の有無

4

4

4 ニーズ

4

4

平成28年度は、平成27年度決算に係る会計別財務諸表の作成・公表（30会計及び会計全体）を行った。平
成26、27年度の2ヵ年で概ね全職員が複式簿記に関する研修に参加し、新公会計制度の基礎的知識を習得
していることから、平成27年度をもって基礎研修及び実務研修の実施を終了し、平成28年度からは新規採
用研修等において新たな職員に対する複式簿記の知識啓発を図るとともに、今後は財務諸表の活用・分析
が重要となることから、その手法について管理職を対象にマネジメント研修を開催した。また、各部会に
ついても計画のとおり開催し、様々な課題について研究を行い対処してきたことから、今後は、新たな課
題や検討が必要な事項が生じた際の開催とする。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

平成32年度平成31年度

総事業費分析結果

平成26、27年度の2ヵ年で概ね全職員が複式簿記に関する研修に参加し、新公会計制度の基礎的知識を習得
しているため、平成28年度は新たな職員へ公会計制度について知識啓発を図るため新規採用職員研修にて公
会計制度研修を実施。また、実務研修は、今後重要となる財務諸表の活用・分析手法について管理職を対象
としたマネジメント研修を実施したところであり、この他、実務レベルでの説明会、打ち合わせ、通知等に
より必要な情報の提供を行った。各部会については、平成27年度までに計画のとおり開催され、課題につい
て整理されたことにより現時点で目的は達成していることから、平成28年度は未開催とした。また平成28年
度においては、平成27年度決算に係る会計別財務諸表の作成・公表（30会計及び会計全体）を行った。

新公会計システムの機器類賃貸借及び保守業務は前年度と同額であるが、アドバイス業務及び研修の内容等を見直し
たことにより委託料は減額となった。また、平成27年度においては平成28年度予算科目の組替等の作業量が大きかっ
たため、人件費についても減額となっている。

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

指標名指標名

部会（システム、固定資産整備、会計制度・職員研修）開催回数（～H27）

現行の官庁会計は、資産や負債などのストック情報や事業サービスに要し
たフルコスト情報が欠如しており、市民や議会に対する総合的な財務情報
の説明や正確な費用対効果分析による事業評価が困難となっている。

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

現行の官庁会計を補完する複式簿記・発生主義による新公会計制度を導入することによ
り、市民や議会に対して分かりやすい財務情報の開示や財政の効率化・適正化を図るこ
とが可能となる。また、総務省から原則平成29年度までに統一的な基準による財務書類
を作成するよう各団体に要請が出されており、他団体においても財務書類の作成が進む
ことで自治体間の比較が可能となり、関心も高まると考えられる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

単位コスト（総コストから算出）財務諸表の作成数 １財務諸表あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 財務諸表の作成数 １財務諸表あたりのコスト

事業費

新公会計制度・複式簿記導入事業

政策体系

住民意向分析

市民や議会に対する分かりやすい財務情報の開示と財政の効率化・適正化を図る上で、
複式簿記・発生主義による新公会計制度の導入が求められている。

３適正な行財政運営の推進

３市民の視点に立った戦略的で新しい行政経営を進めるまち

１信頼の絆で結ばれた市民が主役の協働のまち

財務部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

財政課

複式簿記基礎・実務研修参加人数

財務諸表の作成・公表数（H28～）

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

従来の現金主義・単式簿記で構成されたいわゆる官庁会計に発生主義・複式簿記を導入した新公会計制
度を導入する。

民間企業において採用している複式簿記を活用した財務書類を作成し、市民や議会に対し分りやすい財
務書類を作成、開示をするとともに、これらを活用し、公共資産の維持管理に役立て、また事業評価等
に活用し、財政運営の効率化、適正化の推進を図る。

平成30年度

継続

完了

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　新公会計制度・複式簿記の導入に伴うシステム整備、職員研修等は終了し、財
務諸表も３０会計及び会計全体について公表したところである。導入事業は、課
別、事業別財務諸表の作成、公表を行う平成29年度で完了とし、今後は、財政運
営の効率化・適正化推進を図るため、財務諸表等の活用に移行する。

【一次評価コメント】
活動指標及び成果指標は新公会計制度の導入時に設定した指標であり、平成28年
度からは財務諸表の活用を成果指標とするところであるが、定量的なものとして
財務諸表の作成・公表数を活動・成果指標ともに新たに設定する。平成28年度に
おいては、平成27年度決算に係る会計別財務諸表の作成・公表を行ったところで
あり、日々仕訳についても順調に実施され、職員への周知が図られている状況か
ら、新公会計制度の導入は計画通りに進捗している。課（歳出目別）・事業別財
務諸表の作成・公表を行う平成29年度で導入事業については完了とし、今後は、
財務諸表等の活用により、公共資産の維持管理に役立て、また事業評価等に活用
し、財政運営の効率化、適正化の推進を図りたい。

市民や議会に対する分かりやすい財務情報の開示と財政の効率化・適正
化を図る上で、複式簿記・発生主義による新公会計制度の導入が求めら
れている。

複式簿記基礎・実務研修開催回数

一般職員
市民（H28～）

財務諸表の作成・公表数（H28～）

部会（システム、固定資産整備、会計制度・職員研修）参加人数（～H27）
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4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6434

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

ｍ２
ｍ２

13,096,147.2
1,193,385.3

13,200,350.9
1,193,137.8

13,245,439.9
1,196,497.0

件 22 23 27 23 31

件 0 73 76 76 76

件 3 5 5 5 10

千円 331,942 237,832 79,976

千円 0 38,560 37,599

千円 8,427 8,055 9,649

千円 0.04 0.19

千円 0.04 0.19

千円 1,513 1,649

千円 9,783 22,812

千円 11,296 24,461

千円

千円

千円

千円

千円 11,296 24,461

千円 11,296 24,461

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3 ニーズ

4

4

　広告事業契約件数については、新たにネーミングライツ事業等に取り組んだ関係から増加した。
　なお、未利用財産の売却については、境界確定等事前準備が整った物件から順次公募による入札を行
い、公平性の確保に努めている。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

平成32年度平成31年度

総事業費分析結果

　未利用財産売却・貸付額が減少した。これは、面積等の関係により売却対象財産の価格自体が低かっ
たことによるものである。
　年度毎に増減があるものであり、市有財産の有効活用を図るという意図に影響を及ぼすものではな
い。

　コストについては、主に、未利用財産の売却に伴い発生する測量や不動産鑑定の費用を計上しており、売却対象財
産により増減が生じる。
　未利用財産の売却は、売却に伴う収益のほか、草刈りなどの維持管理費の縮減や固定資産税の増収の観点からも有
益であることから、継続して行っていく必要があり、それらに係る必要経費については計上していく必要がある。

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

指標名指標名

余剰スペース有効活用件数

人口減少の時代を迎え、これまで蓄積してきた社会資本のすべてをそのま
ま維持していくことが困難となっており、公共施設を限られた財源の中で
適切に管理していくことや資産の有効活用による新たな財源の確保が求め
られている。

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

平成３０年３月に西田地区の小学校が統合に伴い閉校が予定されているなど、今後も活
用の対象となる未利用財産が増加することが見込まれる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

単位コスト（総コストから算出）貸付等収入１円あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 貸付等収入１円あたりのコスト

事業費

公有資産マネジメント推進事業

政策体系

住民意向分析

湖南地区に加え、西田地区においても、統合後の小学校の後利用に係る話合いが行われ
ているなど、活用について地元の関心が高い未利用財産がある。

３適正な行財政運営の推進

３市民の視点に立った戦略的で新しい行政経営を進めるまち

１信頼の絆で結ばれた市民が主役の協働のまち

財務部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

公有資産マネジメント課

未利用財産売却・貸付額

広告事業契約件数

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

未利用財産等について、売却や貸付等を行う。 市有資産の有効活用を図る。

平成30年度

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　資産の有効活用に対する成果が見られるが、新たにネーミングライツ事業等に
取り組んだことから、人件費が増加し、単位コストも上昇傾向であることから、
人件費の抑制に留意しながら、今後も継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
　継続して、資産の有効活用(未利用財産の売却、余剰スペースの貸付け、広告
事業等)に取り組んでいく必要がある。

自動販売機の貸付けや広告事業など、多くの自治体が、公有資産の有効
活用による新たな財源の確保に務めている。

未利用財産売却・貸付件数

公有財産（土地）保有面積
公有財産（建物）保有面積

広告事業収入額

余剰スペースの貸付額
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１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6568

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
施設 753

回 2 2

m2 -

計画 20 0

千円 -

千円 -

千円 609

千円 29,108

千円 29,717

千円 0

千円 0

千円 0

千円 0

千円 29,717

千円 29,717

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

2 ニーズ

成果に至っていない

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

H28新規 ニーズ

成果に至っていない

4

平成27年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、個別計画の策定に取り組んだ。
平成28年度は施設類型ごとに作業部会を設置し、個別計画の原案策定に関する庁内説明会を２回実施し
た。
　① 個別計画策定に係る説明会
　② 関係団体説明に関する事務説明会

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

平成32年度平成31年度

総事業費分析結果

個別計画の策定中であるため、成果はない。
総事業費の大半を人件費が占めているが、委託等によらず個別計画の原案策定に取り組んだためである。今後も同程
度の人件費が生じる見込みである。

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

指標名指標名

少子高齢化が進むに従い住民のニーズも変化し、更に、人口減少の時代を
迎えることから、これまで蓄積してきた社会資本のすべてをそのまま維持
していくことが困難となってきている。

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

限られた財源の中で公共施設等を適切に管理していくためには、統廃合の必要性が高ま
ることが予測される。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

単位コスト（総コストから算出）個別計画　１計画あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 個別計画　１計画あたりのコスト

事業費

公共施設等マネジメント推進事業

政策体系

住民意向分析

平成２７年に実施した市民アンケートによれば、利用状況や老朽化度を考慮し、統廃合
や廃止を行い施設の総量を減らすことについて実施すべきとした人は全体の７４．８％
であった。

３適正な行財政運営の推進

３市民の視点に立った戦略的で新しい行政経営を進めるまち

１信頼の絆で結ばれた市民が主役の協働のまち

財務部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

公有資産マネジメント課

個別計画に基づく施設縮減面積

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

公共施設等の状況や利用実態を把握し、長期的な視点を持って更新・統廃合・長寿命化などの検討を行
う

財政負担の軽減・平準化と施設整備の適正化を図る

平成30年度

経常事業

経常事業

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　平成28年度は、公共施設総合管理計画に基づく個別計画の策定に着手した。今
後は、策定する個別計画に基づき、効率的、効果的なマネジメントを実施してい
くこととなるため、マネジメントサイクルによらず事業を実施する。

【一次評価コメント】
　限りある財源の中、公共施設等の効率的かつ効果的なマネジメントを実現する
ため、平成27年度に公共施設等総合管理計画(計画期間：平成28年度～平成57年
度)を策定した。
　平成28年度から平成29年度にかけて、施設類型区分ごとの「個別計画」の策定
に取り組んでいるところである。
　平成30年度以降は、毎年度、個別計画に定める各施設の最適化計画について見
直しを行い、公共施設白書を通じて成果を公表していく。

公共施設の老朽化割合（築３０年以上経過）が約半数を占め、年代別人
口推移も老年人口の割合が年々増加している状況である。

個別計画策定に係る庁内説明会の実施

市有施設数(H28.3.31現在)

個別計画策定数

0
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4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○H28新規事業成果に至っていな

成果に至っていな



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6584

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
箇所 1 1 1

回 4 2 2

策定数 0 0 0 0

千円

千円

千円 16 0

千円 0 0

千円 16 0

千円

千円

千円

千円

千円 16

千円 16 0

　

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

4 ニーズ

1

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

4 ニーズ

1

4

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

公有資産活用調整会議等により、旧豊田貯水池の利活用を検討する。 水辺空間等として快適な住環境を整備する。

平成30年度

改善

改善

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、関係各課等との調整・協議が必要な内容であり、なお、市議会か
らの提言も出されていることから、事業は継続するが、基本構想の策定に向けた
市民ニーズ調査等を実施するなど新たな取り組みが必要である。

【一次評価コメント】
　公有資産活用調整会議では、旧豊田貯水池利活用に向けた課題の整理及び検討
経過についての情報共有を行ってきたところであるが、平成28年9月に議会の公
有資産活用検討特別委員会から出された旧豊田浄水場跡地の暫定的な利用につい
ての提言も踏まえ、安全性の確保を最優先に、提体の土質や強度、池底の地質に
ついて、十分な確認や地番工学上の検証を行うとともに、引き続き、公有資産活
用調整会議及び作業部会で今後の利活用について検討を進める。

旧豊田貯水池の利活用については、平成２１年から関係課による課題等
の分析や情報の共有等をしてきたが、結論が出ていない。

公有資産活用調整会議等の開催数

旧豊田貯水池

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

旧豊田貯水池利活用事業

政策体系

住民意向分析

基本構想等の策定に当たり、住民ニーズを確認する必要がある。

１計画的なまちづくりの推進

１将来に向け計画的な視点で発展するまち

６都市と自然が調和する快適で安全なまち

財務部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

公有資産マネジメント課

利活用に係る基本構想の策定

指標名指標名

平成２４年度末をもって、豊田浄水場の機能を堀口浄水場に統合し、豊田
浄水場を廃止した。

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

公有資産活用調整会議等を活用し、検討を進める。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

平成32年度平成31年度

総事業費分析結果

　議会からの提言等を踏まえ、引き続き、「旧豊田貯水池整備にかかる公有資産活用調整会議作業部
会」での協議等により、今後の利活用に係る基本構想の策定に向けた検討を進める。

　庁内で利活用について検討したため事業費は発生していない。

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

　公有資産活用調整会議を平成28年度は２回開催した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他
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１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）
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１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○
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